
教育課程編成委員会規定 

(趣旨) 

第1条 この規定は、教育課程編成委員会(以下「委員会」という。)に関し、必要な事項を

定める。 

(目的) 

第２条 本学院は、設置する各学科に、専門性に関する動向や実践的な職業教育の質を確保

するための教育課程の編成やその実践方法、教員の資質能力の育成など、意見交換

を通じて、より実践的な職業教育の質を確保するための委員会を置く。 

(委員の委嘱等) 

第 3条 委員会を構成する委員は、次に掲げる者とし学院長が指名する教職員の他、設置学

科に関する企業等の役職員から広く選任するものとし、少なくとも、①または②か

ら１名、③から１名を委員に加えることとする。 

① 業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体や職能団体、

地方公共団体等の役職員 

② 学会や学術機関等の有識者 

③ 実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員 

2.委員の任期は２年とし、再任は妨げない。 

3.委員に欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

(組織等) 

第４条 委員会の委員長は学院長(教務部長、科長)とし、会務を総括する。 

2.委員長に事故のあるときは、又は欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員

がその職務を代理する。 

(委員会の開催) 

第 5条 委員会は、年２回開催することを原則とする。 

2.委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。ただし、第３条①～③の委員に

事故があるときは、代理の者が出席できる。 

3.委員会の決議は、出席委員の過半数をもって決する。 

4.委員会の結果は、学校ホームページに掲載する。 

(守秘義務) 

第６条 委員は、その職務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は

不当な目的に利用してはならない。なお、この義務は、委員の任期終了後も継続す

るものとする。 

(雑則) 

第７条 この規定に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は委員会が別に定

める。 

附則  この規定は平成 28年 4 月 1日より施行する。 

この規定は令和 6年 4月 1日より訂正する。 














